
 

 

 

案件４ 

 

「災害廃棄物処理計画について」 



 

 

 

 

 

①平成 30年に実施した災害廃棄物処理 

計画策定モデル事業の結果 



平成３０年度災害廃棄物処理計画策定モデル事業について 

「災害廃棄物処理計画策定モデル事業」は、国の支援により災害廃棄物の発生量や必要な仮置場の面積を推定等を行う事業であり、 
今年度（令和元年度）から策定にとりかかる「茨木市災害廃棄物処理計画」を実効性の高い計画とするため平成３０年度に実施した。 

モデル事業の内容 

①災害廃棄物及びし尿の発生量の推計 
②災害廃棄物の処理可能量の推計 
  （塵芥車、し尿収集車の収集運搬台数の試算含む） 

③仮置場の必要面積の推計及び仮置場の 
  理想的な配置に係る検討 

想定災害 

①地震 
  有馬高槻断層地震（震度７） 
  津波なし 
②風水害（洪水） 
  安威川：24時間総雨量272㎜、 
      200年確率降雨（最大規模） 

災害廃棄物及びし尿の発生量の推計 

可燃物 不燃物
コンクリート

がら
金属 柱角材

有馬高槻断層帯地震 265.2 265.9 766.4 97.3 79.6 1,474.4

災害種別

建物解体由来（千t）

合計

【算定式（環境省が示す方式）】 

 ◆災害廃棄物発生量（t）＝建物被害棟数（棟）×発生原単位（t/棟）×種類別割合（％） 

〇地震による災害廃棄物発生量の推計 

〇風水害による災害廃棄物発生量の推計 

し尿 

災害廃棄物 

【算定式（グランドデザイン方式）】 

 ◆避難所におけるし尿処理需要量＝仮設トイレ需要者数×１人１日当たりし尿排出量 

  ×し尿収集間隔日数 

〇避難所におけるし尿処理需要量 

対象地震
避難者数
（人）

1日当たりの
し尿排出量
（L/日)

避難所における
し尿処理需要量

（L)

有馬高槻断層帯地震 25,804 43,867 131,600

注．上記検討では地震被害想定による避難所への避難者数をもとに検討を行っている。風水害の場合、し尿の収集は 
   避難所からのみでなく、浸水により溢れた各戸の汲み取り便槽からも収集する必要があることを考慮する 

災害廃棄物の処理可能量の推計 

一般廃棄物処理施設の処理能力 

【施設を最大限活用することを想定した「施設の稼働状況を反映する方法】 

 ◆処理可能量（t/3年） 

   ＝災害時対応余力×年間稼働率〔１年目〕＋災害時対応余力×年間稼働日数×２〔２～３年目〕 

可燃物
（18％）

不燃物
（18％）

コンクリート
がら

（52％）

金属
（6.6％）

柱角材
（5.4％）

合計

安威川 54.1 54.1 156.4 19.9 16.2 300.8

災害種別

建物解体由来（千t）

 有馬高槻断層帯地震による大規模地震が発生した場合、大量のがれき・瓦などの発生が予想される。 

 発生したがれき・瓦などは、基本的に平時の大阪湾広域臨海環境整備センターへの広域処分委託量の余剰分
を使用し処分するが、余力分を上回ったり、同センターで処理できない場合の処分については、広域処理または
民間廃棄物処理施設での検討や事前調整が必要である。 

災害廃棄物の処理フロー 

地震 風水害 

⑥'16.1千t

鉄分・スラグ：⑥の10％

災害時対応余力 【広域処理等】
〔焼却（溶融）施設〕 ⑨　370.0千t

161.1千t =①-⑥
531.1千t 処理量、処分率 全廃棄物量の24.7%※

36.0% ⑥　161.1千t =⑨/（⑤+⑥'+⑦）
普通ごみ・粗大ごみ➀の30.3%

全廃棄物量の10.7%※

=⑥/（⑤+⑥'+⑦）

集塵灰
⑦　8.1千t

766.4千t 焼却（溶融）量⑥の5%
52%

災害時対応余力 【広域処理等】
〔最終処分場〕 ⑩　8.1千t

79.6千t 0.0千t =⑦-⑧
5% 処理量、処分率 ※がれき・瓦分の処理別途必要

⑧　0.0千t 全廃棄物量の0.5%※
※処分にかかる協議が必要 =⑩/（⑤+⑥'+⑦）
全廃棄物量の0.0%※

97.3千t
7% 【内訳】

集塵灰⑦　0.0千t
0.0%

がれき・瓦②　0.0千t
1,474.4千t 0.0%

100% ※②>⑧の場合、⑧未満 【リサイクル】
⑪　959.4千t
=②+③+④+⑥'

全廃棄物量の64.0%※
=⑪/（⑤+⑥'+⑦）

④金属

合計（⑤＝Σ ➀～④）

被
　
　
災
　
　
現
　
　
場

仮
　
　
置
　
　
場

➀普通ごみ・粗大ごみ

②コンクリートがら

③柱角材

　（可燃物・不燃物）

　選別後の廃棄物組成

府内・府外施設での
広域処理

産業廃棄物処理施設

仮設処理施設

府内・府外施設での
広域処理

一般廃棄物処理施設 要検討

産業廃棄物処理施設が
れ
き
・
瓦

⑥'16.1千t

鉄分・スラグ：⑥の10％

災害時対応余力 【広域処理等】
〔焼却（溶融）施設〕 ⑨　0.0千t

161.1千t =①-⑥
108.3千t 処理量、処分率 全廃棄物量の0.0%※

36.0% ⑥　108.3千t =⑨/（⑤+⑥'+⑦）
普通ごみ・粗大ごみ➀の100.0%

全廃棄物量の33.6%※

=⑥/（⑤+⑥'+⑦）

集塵灰
⑦　5.4千t

156.4千t 焼却（溶融）量⑥の5%
52%

災害時対応余力 【広域処理等】
〔最終処分場〕 ⑩　5.4千t

16.2千t 0.0千t =⑦-⑧
5% 処理量、処分率 ※がれき・瓦分の処理別途必要

⑧　0.0千t 全廃棄物量の1.7%※
※処分にかかる協議が必要 =⑩/（⑤+⑥'+⑦）
全廃棄物量の0.0%※

19.9千t
7% 【内訳】

集塵灰⑦　0.0千t
0.0%

がれき・瓦②　0.0千t
300.8千t 0.0%

100% ※②>⑧の場合、⑧未満 【リサイクル】
⑪　208.6千t
=②+③+④+⑥'

全廃棄物量の64.7%※
=⑪/（⑤+⑥'+⑦）

③柱角材

④金属

　選別後の廃棄物組成

被
　
　
災
　
　
現
　
　
場

仮
　
　
置
　
　
場

合計（⑤＝Σ ➀～④）

一般廃棄物処理施設 要検討

➀普通ごみ・粗大ごみ

府内・府外施設での
広域処理

産業廃棄物処理施設

産業廃棄物処理施設

仮設処理施設

②コンクリートがら 府内・府外施設での
広域処理

　（可燃物・不燃物）

が
れ
き
・
瓦

環境衛生センター第1工場 ６強 150 359 53,850 25,568 28,282 78,907

環境衛生センター第2工場 ６強 300 359 107,700 78,252 29,448 82,160

計 - 450 - 161,550 103,820 57,730 161,067

災害時
対応余力
（t/年）

施設名
日処理能力

（t/日）
年間稼働
日数（日）

年間最大
処理能力
（t/年）

災害時
対応余力
（ｔ/3年）

年間処理
実績

（t/年度）
被災震度

仮置場への搬入及び選別      処 分   

一般廃棄物処理施設   

仮置場への搬入及び選別      処 分   

一般廃棄物処理施設   

①混合廃棄物   ①混合廃棄物   

      

③柱材・角材 

②コンクリート ②コンクリート 

③柱材・角材 

④金属くず ④金属くず 

 ※有馬高槻断層地震（震度７）が起こった場合、震度分布図によると環境衛生センター周辺の震度は６強となっている。 

1 



塵芥車、し尿収集車の収集運搬台数の試算 

災害廃棄物 
有馬高槻

断層帯地震
安威川

運搬対象量（t） A＝①＋② 1,313,300 290,177

災害廃棄物発生量（t） 1,474,367 398,465

普通ごみ・粗大ごみ（可燃物・不燃物）以外 ① 943,278 290,177

普通ごみ・粗大ごみ（可燃物・不燃物） ②＝③-④-⑤ 370,022 0

③ 531,089 108,288

④ 161,067 161,067

災害時対応余力（t）（最終処分場） ⑤ 0 0

ダンプ等 最大積載量（t） ⑨ 27

台数 13

運搬回数 1回/日 A÷⑨ 48,641 10,747

2回/日 A÷⑨÷2 24,320 5,374

災害廃棄物発生量（t）

災害時対応余力（t/3年）（焼却（溶融）施設）

し尿 

し尿

茨木市 131,600

t 換算 ① 132

し尿収集車 最大積載量（t） ② 133

台数 35

運搬回数 1回/日 ①÷② 1.0

避難所のし尿処理発生量
（L/3日）

 本市が保有するダンプ等の保有
台数では、災害廃棄物の運搬量が
圧倒的に不足することから、広域
連携による運搬車の調達が必要で
ある。 

のし尿は、３日間の避難所避難
者のし尿処理発生量131,600Ｌに

対して、対象地域内のし尿処理
運搬車35台（133ｔ）で行う場合、
約１日で運搬が可能である。 

仮置場必要面積の推計 
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高さ 
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平面図 

 

一次仮置場面積試算の概念図 

※本検討においては高さ2mについても算出 

注．ケース1：災害廃棄物対策指針の処理期間（2.5年）による推計方法、ケース2：解体・処理期間を考慮し、積上高5
ｍ、底面積5,000㎡とした推計方法、ケース3：ケース2を積上高2ｍとした推計方法、ケース4：ケース2をもとに片付け
ごみの処理を考慮した推計方法 
注．パターンＡ：解体期間1.0年、処理期間1.5年、パターンＢ：解体期間1.5年、処理期間2.0年、パターンＣ：解体期間
2.0年、処理期間2.5年 

仮置場のレイアウト（例） 

大型粗大ごみ
大型の家具、
大型の金属類

小型粗大
ごみ・ガラ
ス類等

小型の金属類・
陶器類等

カン・ビン

廃家電

家電4品目 その他家電

柱・木材

廃
タ
イ
ヤ

瓦
類

畳

管
理
室

受
入
ヤ
ー
ド

4m

10m

5m

15m

15m

135m

75m

可燃系
混合廃棄物

不燃系
混合廃棄物

柱材・角材

コンクリート

混合廃棄物

金属くず

搬
出
ヤ
ー
ド

スレート

石膏ボード

粗選別作業
スペース

ﾄﾗｯｸ
ｽｹｰﾙ

ﾄﾗｯｸ
ｽｹｰﾙ

8m

スケルトンバケット

グラップル

ホイールローダー

可燃系
混合廃棄物

不燃系
混合廃棄物

コンクリート

普通ごみ

大型粗大ごみ
大型の家具、
大型の金属類

小型粗大
ごみ・ガラ
ス類等

小型の金属類・
陶器類等

カン・ビン

廃家電

家電4品目 その他家電

柱・木材

廃
タ
イ
ヤ

瓦
類

畳

管
理
室

受
入
ヤ
ー
ド

4m

10m

5m

15m

15m

135m

75m

可燃系
混合廃棄物

不燃系
混合廃棄物

柱材・角材

コンクリート

混合廃棄物

金属くず

搬
出
ヤ
ー
ド

スレート

石膏ボード

粗選別作業
スペース

ﾄﾗｯｸ
ｽｹｰﾙ

ﾄﾗｯｸ
ｽｹｰﾙ

8m

スケルトンバケット

グラップル

ホイールローダー

可燃系
混合廃棄物

不燃系
混合廃棄物

コンクリート

普通ごみ

集積所（住民用仮置場）レイアウトイメージ 

注．集積所（住民用仮置場）と粗選別が可能なスペースを一体とした仮置場レイアウト例。「集積所（住民用仮置場）レイアウトイメージ」部分を小
規模な仮置場スペースのレイアウトに活用を想定 

注．災害の規模に応じたレイアウトが必要。大規模災害時には集積所（住民用仮置場）＋粗選別作業スペースを一次仮置場として二次仮置場に
運搬する場合も想定できるが、中小規模災害時には集積所（住民用仮置場）を設定し、一次仮置場に運搬もしくは処理施設に直接搬入も考えら
れる 
注．災害の種類により、配置の割合は変更する必要がある（地震時には瓦類等が増え、風水害時には畳（ふとん、マットレス）などが増えるなど） 
注．廃家電は便乗ごみの排出を促進する可能性もあるため、災害時の自治体判断により除外する可能性もある 
注．トラックスケールが準備できない場合、写真撮影などで搬入される廃棄物量の記録、車両番号の記録を行い搬入量・搬出量の管理を行う 

仮置場必要面積 計算結果まとめ（単位：ha） 

片付けごみ 建物解体由来 固定式 移動式

環境省が示す方法 1

A 25.7 37.7
B 21.1 33.1
C 18.5 30.5
A 47.2 59.2
B 36.8 48.8
C 30.9 42.9
A 15.0 24.0 36.0
B 10.7 19.7 31.7
C 8.2 17.2 29.2

環境省が示す方法 1
A 7.6 11.6
B 6.3 10.3
C 5.6 9.6
A 13.4 17.4
B 10.6 14.6
C 9.0 13.0
A 1.6 4.6 8.6
B 0.7 3.7 7.7
C 0.2 3.2 7.2

9.8

6.0

45.3

9.3

4.3

21.9

4.6
3.3
2.6

27.8

16.7
12.1
9.5
38.2

二次仮置場

搬入速度・処理速度
による方法

有馬高槻
断層帯地震

安威川

搬入速度・処理速度
による方法

片付けごみ
考慮

高さ2m

高さ5m

高さ5m

片付けごみ
考慮

パターン条件算出パターン
一次仮置場

10.4
7.6

-

-

高さ2m

災害種別 ケース

2

3

4

2

3

4

地震災害 

風水害 

地震災害  風水害  地震 

 地震 
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②茨木市災害廃棄物処理計画策定 

のスケジュール 



茨木市災害廃棄物処理計画策定のスケジュールについて 

２ 災害廃棄物処理計画の位置づけ 

地域防災計画（H27.３修正）一般廃棄物処理計画

茨木市
（相互に整合性を図る。）

廃棄物処理計画

大阪府

災害廃棄物対策指針（H30.3改定）

大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（H27.11策定）

○市区町村及び都道府

県が災害に備えて策定

する災害廃棄物に係る
計画に盛り込むべき事

項を提示。

○当該計画を策定して

いない市区町村及び都

道府県が、発災後に災

害廃棄物の処理指針と

するものとしても活用。

（相互に整合性を図る。）

近畿ブロック

大規模災害廃棄物対策のための協議会等
平時から、広域での連携・協力関係を構築

災害対策基本法

防災基本計画（H28.2.16修正）
（復興段階では復興基本方針）

環境省防災業務計画（H28.1.20改正）

廃棄物処理法

基本方針（環境大臣）
H27.7.17の廃棄物処理法の改

正に基づき、H28.1.21に改定

廃棄物処理

施設整備計画
（H25.5閣議決定）

廃棄物処理施設の災害

拠点化、耐震化等の観点

からも取組みを推進。

○○災害における災害廃棄物処理実行計画

災害廃棄物処理計画（R２.10策定予定）

一般廃棄物処理計画

災害廃棄物処理計画（H29.３）

地域防災計画（H31.1修正）廃棄物処理計画

①各主体が備えるべき大規模地震特有の事項

②地域ブロックにおける対策行動計画の策定指針

(特に広域連携について）

③発生後に環境大臣が策定する処理指針のひな形

（東日本大震災のマスタープラン的なもの）

近畿ブロック大規模災害廃棄物対策行動計画（H29.７策定）
大規模災害の発生が予想される地域を含む地域ブロックごとに策定

近畿ブロック

（相互に整合性を図る。)

○○災害における災害廃棄物

処理指針

○○災害に係る災害廃棄物処理実行計画

出典：大規模災害発生における災害廃棄物対策行動指針（H27.11）から作成 

（１）発災後に災害廃棄物処理実行計画を作成するまでの間、初動対応マニュアルとして  
   として活用する。 
（２）災害廃棄物処理実行計画の作成用マニュアルとして活用する。 

３ 本市における災害廃棄物処理計画の活用 

年度・月

項　　目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

災害廃棄物処理計画
の策定

廃棄物減量等推進審
議会（災害廃棄物計
画関連のみ）
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・災害廃棄物量

の推計

・災害廃棄物処理
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・仮置場の必要
面積の推計
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ル
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業
完
了

処理可能量、処理フロー

の検討

過去発生災害時の

課題及び解決策

の検討

実行計画作成フロー
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庁
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催

仮置場、収集運搬

の検討

※ に関しては、
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４ 災害廃棄物処理計画策定に係るスケジュール 

１ 災害廃棄物処理計画を策定する経緯 

（１）廃棄物処理法に基づく国の「基本方針」において、市町村の役割として「災害  
   廃棄物処理計画を策定し、適宜見直しを行うものとする。」と規定された（平 
   成28年）。また、環境省「災害廃棄物対策指針」には、市町村には実行ある災 
   害廃棄物処理計画の作成が求められるとされた。 
（２）大阪北部地震を経験したことから、災害に備えた課題の抽出・整理と具体的で  
   実効性のある対策を早急に検討及び準備しておくことが喫緊の課題となった。 


